
【規制改革・民間開放推進会議 ＩＴ ＷＧ】

○ 民間事業者が行うタイムスタンプに関する規制改革について

関係府省との意見交換資料

「タイムビジネスに係る指針」の策定について

平成１６年１１月１８日

総務省 情報通信政策局 技術政策課

研究推進室長 竹内芳明



（１） 研究開発 ・・・ ネットワーク上で行われる契約や電子データが存在した時刻を証明することができるタイムスタンプに関する研究開発を

情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）に委託して平成１５年度から３ヶ年計画で実施

（２） 実証実験 ・・・ 研究開発の成果を活用して、民間企業の参加により、電子商取引やコールセンター及び電子文書長期保存等のための

実証実験を平成１７年度に実施予定

（３） 指針策定 ・・・ 「タイムビジネスに係る指針」を１１月５日に策定・公表

タイムスタンプ ・・・ 「電子データ」が “ある日時に存在していたこと” 及び

“その日時以降に改ざんされていないこと” を証明するもの

平成17年度要求額 ： 200百万円（平成16年度予算額166百万円）

研究開発期間 ： 平成15年度～平成17年度（3年間）

タイムビジネスの推進に向けた総合的な取組
タイムビジネス ： 時刻配信と時刻認証（タイムスタンプの付与と有効性証明）に関する業務をいう

< 時刻認証事業者 >

・ 標 準 時 配 信
・タイムスタンプ
（付与と証明）

ネットゲームネットゲーム

ネットオークションネットオークションネットオークション オンライン
ショッピング

特許・知的財産特許・知的財産

税務に関する帳簿書類税務に関する帳簿書類

医療（電子カルテ）医療（電子カルテ）

○ 税務書類などを電子化

した日時とそれ以降デー

タが改ざんされていない

ことを証明できる

【 法定保存書類の

原本性を保証 】

○ 医療記録の日時とそれ

以降医療記録が改ざん

されていないことを証明

できる

○ 入札や契約の日時を証明できる

○ 研究日報やコンテンツなどが

いつの時点で存在していたのか

証明できる

○ 高精度なリアルタイム

・ネットゲームを実現

日本標準時国家時刻標準機関
情報通信研究機構(NICT)

< 時刻配信事業者 > 時刻配信サーバ

時刻配信＋時刻監査
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電子データの長期保存におけるタイムスタンプの必要性

<タイムスタンプを利用しない場合> <タイムスタンプを利用する場合>

Ａ

Ｂ

Ａは紙ベースの資料を電子化し、所有するシステムの時計を

用いて時刻情報を付加して保存。

数年前に電子データに
添付された時刻情報
が正しいのかな？

YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS

YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS

数年後・・・

ＢがＡの保存している電子データを確認するとき、これに

添付されている時刻情報の信頼性を得る術がない。

※ Ａ自身による改ざんを防止できない

< 保存 >

YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS

< 時刻認証事業者 >< 時刻認証事業者 >

Ａ

Ａは紙ベースの資料を電子化し、時刻認証事業者に

タイムスタンプを付与してもらって保存。

数年後・・・

YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS

Ｂ

時刻認証事業者が
数年前の時刻情報を
証明してくれるので
信頼できるね！

ＢがＡの保存している電子データを確認するとき、添付

されているタイムスタンプを検証

※ 第三者が電子データの非改ざんを証明可能

YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS

YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS
YYMMDD
HH:MM:SS

< 保存 >
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タイムビジネスの状況等

（株）ＰＦＵ（株）ＰＦＵ
PFUﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ・ｻｰﾋﾞｽ
※１０円／スタンプ
（100,000円/10,000ｽﾀﾝﾌﾟ）

PFUﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ・ｻｰﾋﾞｽ
※１０円／スタンプ
（100,000円/10,000ｽﾀﾝﾌﾟ）

● 主に企業向（電子データ保存向け）● 主に企業向（電子データ保存向け）

（株）日本電子公証機構（株）日本電子公証機構 dPROVEdPROVE ● 紀伊国屋書店（学術情報ＤＢ）● 紀伊国屋書店（学術情報ＤＢ）

（株）ガッツデイト（株）ガッツデイト 時刻認証
データ保管サービス

時刻認証
データ保管サービス ● あっ！とおどろく放送局（企画募集）● あっ！とおどろく放送局（企画募集）

日本ベリサイン（株）日本ベリサイン（株） 電子公証サービス電子公証サービス △ 本格的な利用実績なし。（別サービスのオプション）

（２～３社が試験的に利用しただけ）

△ 本格的な利用実績なし。（別サービスのオプション）

（２～３社が試験的に利用しただけ）

NTTデータ（株）NTTデータ（株）
SecureSeal
※１２０円／スタンプ
（240,000円/2000ｽﾀﾝﾌﾟ/月）

SecureSeal
※１２０円／スタンプ
（240,000円/2000ｽﾀﾝﾌﾟ/月）

● CEC.com（電子契約)

● NEC（知的財産保護)

● BML（電子カルテ）

● CEC.com（電子契約)

● NEC（知的財産保護)

● BML（電子カルテ）

セイコーインスツル（株）

〔ＳＩＩ〕

セイコーインスツル（株）

〔ＳＩＩ〕
ChronotrustChronotrust

■ 東京スター銀行（システムサーバ）

■◎ NTTCOM（電子契約）

■◎ PFU（タイムスタンプ・サービス）

■ 東京スター銀行（システムサーバ）

■◎ NTTCOM（電子契約）

■◎ PFU（タイムスタンプ・サービス）

事業者事業者 サービス名サービス名 利用者等（用途）利用者等（用途）

アマノ（株）アマノ（株） e-timing
※２０円／スタンプ

e-timing
※２０円／スタンプ

■ 日本電子公証機構（電子公証サーバ) 

■ アマノビジネスソリューションズ（就業管理)

● 国立印刷局（官報情報）

● 大和総研(アナリストレポート)

■ 日本電子公証機構（電子公証サーバ) 

■ アマノビジネスソリューションズ（就業管理)

● 国立印刷局（官報情報）

● 大和総研(アナリストレポート)

■時刻配信・時刻監査サービス、 ●タイムスタンプ・サービス、 ◎タイムスタンプ用システムの販売、 △実サービスに至らず ３



文書の電子保存に向けた動きと関係

■ ｅ－文書法（通則法及び整備法）

・・・ 臨時国会において審議中

民間に紙での文書保存義務が課されている場合、原則と

して全て電子保存することを容認することとし、これを電子

保存容認に関する共通事項を定める通則法及び通則法の

みでは手当てが完全でない場合等の規定整備を行う整備

法により措置

■ ｅ－文書法（通則法及び整備法）

・・・ 臨時国会において審議中

民間に紙での文書保存義務が課されている場合、原則と

して全て電子保存することを容認することとし、これを電子

保存容認に関する共通事項を定める通則法及び通則法の

みでは手当てが完全でない場合等の規定整備を行う整備

法により措置

■ 『e-Japan重点計画-2004』 に掲げられている方針

ア） タイムスタンプに対する一層の信頼性の付与及び

利用促進（総務省及び経済産業省）

民間事業者が提供するタイムスタンプに、より一層の信

頼性を付与するとともにその利用が促進されるよう、2004

年度中に必要な方策について検討し、結論を得る。

■ 『e-Japan重点計画-2004』 に掲げられている方針

ア） タイムスタンプに対する一層の信頼性の付与及び

利用促進（総務省及び経済産業省）

民間事業者が提供するタイムスタンプに、より一層の信

頼性を付与するとともにその利用が促進されるよう、2004

年度中に必要な方策について検討し、結論を得る。

■ 電子文書の真実性、可視性を確保するために必要な要件

は省令で規定

タイムスタンプの定義、技術等の要件

上記に適合していることを確認（認定する）機関の要件

対象電子文書：税務書類、医療関係書類 等

■ 電子文書の真実性、可視性を確保するために必要な要件

は省令で規定

タイムスタンプの定義、技術等の要件

上記に適合していることを確認（認定する）機関の要件

対象電子文書：税務書類、医療関係書類 等

“信頼されるタイムスタンプの付与” 及び

“正確な時刻の利用促進” のために

『タイムビジネスに係る指針』 を策定

４



「タイムビジネスに係る指針」の概要

１．概要

民間事業者が行う「時刻配信」や「時刻認証（タイムスタンプの付与及び有効性証明）」に関する業務に係る指針を策定

することにより、タイムビジネスの利用者がより信頼して利用できる環境を構築するため、タイムビジネスの必要性を解説

するとともに、一定の信頼性を確保するタイムビジネスに求められる要件をとりまとめた。

２．指針の要点

（１）時刻配信業務

・ 時刻情報は、高い精度を有する時計を用いて生成し、標準時と比較して一定の誤差の範囲にあること。

・ 情報通信ネットワークを通じて、配信先である電気通信設備に対し、安全な方法により十分な精度で時刻情報を配信

すること。

・ 利用者の求めに応じて時刻の維持精度に関する情報の提供ができることが望ましいこと。

等

（２）時刻認証業務

・ タイムスタンプに用いる時刻情報は、日本標準時に準拠したものであることが望ましいこと。

・ 検証者がタイムスタンプの有効性（非改ざんの証明）確認を行えるように必要な情報を提供すること。

・ タイムスタンプの生成に用いる暗号技術は十分な強度を確保し、暗号鍵の危殆化に際しては適切な対応を行うこと。

等

３．その他

○ ９月１７日～１０月１５日まで指針（案）に対する意見募集を実施

⇒ 計１０者（個人４、企業・団体６）から５１件の意見提出あり

○ 意見募集の結果を踏まえ、１１月５日（金）に指針を策定・公表

５


